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企業の人手不足の現状① （企業規模別の求人倍率）

出所：リクルートワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」

コロナ以前は中小企業の大卒求人倍率は右肩上がりで人手不足が深刻、コロナ以降は経済停滞により
低下傾向、全体と比べてまだまだ人手不足の状況は変わらない

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

300人未満 8.43 4.41 3.35 3.27 3.26 4.52 3.59 4.16 6.45 9.91 8.62 5.28

300～999人 1.51 1.00 0.97 0.93 1.03 1.19 1.23 1.17 1.45 1.43 1.22 0.98

1,000～4,999人 0.66 0.63 0.74 0.81 0.79 0.84 1.06 1.12 1.02 1.04 1.08 0.89

5,000人以上 0.38 0.47 0.49 0.60 0.54 0.55 0.70 0.59 0.39 0.37 0.42 0.41

（単位：倍）



2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

建設業 4.14 5.04 4.95 5.32 4.77 5.61 6.18 6.25 9.41 9.55 6.21 6.01

製造業 1.66 1.35 1.27 1.37 1.31 1.59 1.73 1.93 2.04 1.97 1.97 1.60

流通業 4.66 4.17 3.94 3.73 4.76 5.49 5.65 6.98 11.32 12.57 11.04 7.28

金融業 0.21 0.20 0.19 0.19 0.18 0.22 0.23 0.19 0.19 0.21 0.28 0.28

サービス・情報業 0.67 0.48 0.47 0.42 0.41 0.54 0.56 0.49 0.44 0.45 0.43 0.34

（単位：倍）
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企業の人手不足の現状② （業種別の求人倍率）

他の業種と比較して、特に「建設業・流通業」の求人倍率は深刻な状況

出所：リクルートワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」※流通業とは主にスーパーマーケット、百貨店など小売業のこと



職業紹介業務を開始するまでの経緯と現在①

【目的】 有料職業紹介事業への新規参入により、「雇用サポート業務」の収益力強化を図るもの
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外部環境の変化 当行の取組み

2012年

（平成24年）
 学生の就職難が社会問題に

＜雇用サポート業務開始＞

 「合同企業説明会」の提供開始（7月）

2015年

（平成27年）
 建設業・流通業・製造業など人手不足が顕著に  「ものづくり合同企業説明会」を提供開始（2016年3月）

2017年

（平成29年）

 中小企業の人手不足が深刻化

 外国人技能実習生対象業種に「介護」が追加（11月）

 「大手人材会社」とビジネスマッチング契約締結 （7月）

 「外国人材活用セミナー」開催（10月）

2018年

（平成30年）

 新たな「外国人在留資格」新設方針の公表 （6月）

 「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」が改正され、

金融機関業務の付随業務に「人材紹介業務」が明記（3月）

 「外国人技能実習生受入機関」と

ビジネスマッチング契約締結（3月）

 「ドリームマッチジョブフェア2018」開催（7月）

 「外国人留学生合同説明会」開催（11月）

 「有料職業紹介事業」開始

2019年

（令和元年）
 大手企業出身者のセカンドキャリア構築が活発化

 「外国人留学生合同面接会」開催（9月）

 大企業出身者と取引先を繋ぐ大企業モデルの取組強化

2020年

（令和2年）

 国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策が閣議

決定（例：地方への人の流れの促進など活力ある地方創り）

 地域企業の経営幹部等の人材を確保し、地域企業の成長

や生産性向上の実現を目指す「先導的人材マッチング事業」

 REVICによる「地域企業経営人材マッチング促進事業」



■合同企業説明会開催実績

実施回数 出展企業数（内当行枠） 学生参加人数
内定(採用)実績
当行枠調査

2012年度
（平成24年） 1回 50社（-） 350名 6名

2013年度
（平成25年） 3回 559社（111社） 4,505名 31名

2014年度
（平成26年） 5回 339社（144社） 1,904名 39名

2015年度
（平成27年） 9回 464社（279社） 2,637名 50名

2016年度
（平成28年） 8回 265社（199社） 1,150名 39名

2017年度
（平成29年） 10回 392社（251社） 1,440名 53名

2018年度
（平成30年） 8回 265社（163社） 581名 11名

2019年度
（令和元年）

9回 310社（174社） 1,352名 26名

2020年度
（令和2年）

1回 98社（34社） 269名 0名
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職業紹介業務を開始するまでの経緯と現在②



職業紹介業務を開始するまでの経緯と現在③

大阪府との共同主催による合同企業説明会「ドリームマッチジョブフェア2018」を開催

学生
若年求職者

取引先

大阪府

当行

【産・官・金の一体となった地域の雇用創出】

当行経由
58社

大阪府経由
71社

約500名

当日のセミナー 出展企業ブース 学生との面接
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2018年
日経新聞より

職業紹介業務を開始するまでの経緯と現在④



外国人材ニーズへの対応①

実施日 内容

2018年8月21日
「外国人留学生採用セミナー」 開催 （協力：エール学園）
参加企業94社 参加者115名

2018年11月7日
「外国人留学生合同企業説明会」開催 （共催：エール学園）
出展企業31社、外国人留学生231名が参加

2019年3月19日
「外国人材活用セミナー」開催 （協力：法務省入国管理局、森興産株式会社）
参加企業74社 参加者104名

2019年4月1日
外国人留学生を対象とした有料職業紹介業務を開始（森興産株式会社との協働スキーム）
面接時の言語サポート、在留資格変更サポート、入社前教育、定着フォローなどの支援体制を整備

2019年9月26日
「外国人留学生合同企業面接会」開催 (協力：エール学園 大阪労働局）
出展企業32社、外国人留学生221名が参加

2020年7月15日
「留学生採用フォローアップWEBセミナー」開催 （共催：森興産）
参加企業19社（当行採用支援による外国人材採用企業）

2020年7月22日
「外国人材採用戦略WEBセミナー」開催 （共催：森興産）
参加企業31社

2020年11月7日
「外国人留学生WEB面接会」開催 （共催：森興産）
参加企業15社、外国人留学生41名が参加
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外国人留学生の採用ニーズがある取引先に対して、合同企業説明会及び合同企業面接会を開催

【求職者】 留学生 221名

■参加者221名のうち、大学生が約40%、専門学生が約60%
■文系は約80%、理系は約20%
■国籍ではベトナム約60%、中国約20%、他（ネパール、タイ、インドネシア）
■男性は約55%、女性約45%

【求人企業】 取引先 32社

■留学生のモチベーションの高さ、やる気に関して非常に満足
■理系人材が少なかったのが残念
■在留資格やビザに関するフォローをお願いしたい

293件の面接が実施され、その内23名の採用に繋がる

外国人材ニーズへの対応②
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【POINT】

■ 説明会 → 面接会 → 入社後のフォローを一気通貫で対応

■ 外国人を採用する際のポイントを一番良く知る「森興産」との連携

■ 森興産の広大な外国人留学生ネットワークを活用（WA.SA.BI）

※ 森興産㈱との連携
1987年設立、大阪に本社を有し、留学生向け企業説明会などイベ
ント運営等を手掛ける企業

※23名のうち、約80％が日本語検定2級レベル



外国人材ニーズへの対応③

外国人留学生向けコミュニティサイト「WA.SA.BI.」（関西圏を中心に約5,500名の留学生が登録）
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外国人材ニーズへの対応④

外国人合同企業面接会を評価頂き、内閣府から表彰を受けました
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大企業モデルの取組強化

■ 大手企業の人材最適化（早期退職）活発化⇒セカンドキャリアの構築⇒大企業出身者の再就職支援活況
■ 限られた人員で最大効果を生む体制に整え、大企業モデルの取組強化を図る

2021年1月9日
日経新聞より
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先導的人材マッチング事業

国（内閣府）

執行管理団体

池田泉州銀行 職業紹介事業者

地域企業

補助金

補助金

連携
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● 内閣府地方創生推進室主導の「第2期『まち・ひと・しごと創生総合戦略』において盛り込まれた「地域人材支援
戦略パッケージ」の一環として、地域金融機関によるハイレベルな経営人材等のマッチングを行う取組に対して支援を
行うもの（補助金予算上限額10億円）

● 地域企業の経営幹部や経営課題解決に必要な専門人材を確保し、地域企業の成長・生産性向上の実現を目指す

● 地域金融機関等が、地域企業の経営課題や人材ニーズを調査・分析し、地域金融機関等が職業紹介事業者等と
連携して行う人材マッチング事業（地域人材支援事業）を支援する



人材紹介

人材支援

地域企業経営人材マッチング促進事業

● 大企業から地域の中堅・中小企業への人の流れを創出し、地域企業の経営人材確保を支援するため、地域経済活性化
支援機構（REVIC）に人材リストを整備し、地域金融機関等による人材マッチングを推進する（補助金予算約30億円）

● 人材リストを活用して経営人材を獲得した地域企業に対し、REVICから一定額を補助

● 大企業人材に、地域の実情や中小企業の経営の実態を事前に理解してもらうための機会（研修・ワークショップ）の
提供や先行例・優良事例の広報を実施

【人材マッチングのスキーム】

地域の
中堅企業
＆

中小企業

池田泉州
銀行

地域経済
活性化
支援機構
（REVIC） 大企業

求人依頼 オンライン検索

人材リスト

情報登録

新しい人の流れの創出
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終
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